平成21年12月22日
NPO法人　日本禁煙学会
理事長　作田　学
声　明　文
2010年度のタバコ税について
「受動喫煙防止法など法的タバコ規制、タバコパッケージの健康警告表示、広告・販売促進規制、未成年者喫煙防止・自販機規制、たばこ事業法の廃止」など包括的なタバコ規制施策の中に「タバコ税率の大幅引き上げ」を位置づけた早急な施策を求めます。
記
　タバコ税について、厚労省や私たちが主張するような大幅な値上げが、2010年度税制改正大綱で盛り込まれなかったことは、はなはだ遺憾であります。しかし鳩山首相の「国民の健康のためタバコ増税を行う」とのご判断のもと、１本約５円の引き上げとなり、今後1000円タバコに向け一歩を踏み出したことについては今後に期待するものです。
　今回の税制改正では、今までの政権下ではあり得なかった事が実現しました。それは、財務省の政策会議に出席して意見を申し上げる機会を与えられた事、たばこ事業法が廃止の方向に動き出した事です。
　また、1000円タバコを求める新聞広告を始め、この間の私たちの努力をご覧になっていた多くの国民が、自らタバコの有害性や、受動喫煙の健康被害に気がつき、禁煙へと向かい始めました。
　これはタバコ一箱1000円への値上げとともに、受動喫煙防止法やタバコ規制法への第一歩となるでありましょう。この流れはもはや止められません。
　また、NPO法人　日本禁煙学会は、タバコの害が無くなるまでは、けっして手綱をゆるめる事はないでしょう。
以上

参照：国民の健康を受動喫煙及び喫煙から守る抜本的施策についての要請・政策提言（内閣総理大臣・厚生労働大臣・財務大臣宛て)

http://www.nosmoke55.jp/action/0910hatoyamateigen.pdf（日本禁煙学会ホームページ内）
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